[bookmark: _GoBack]様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日2020年12月29日
　
　　経済産業大臣　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）　あさひせいめいほけんそうごがいしゃ
                         　一般事業主の氏名又は名称 　朝日生命保険相互会社
（ふりがな）　きむら　ひろき
                              （法人の場合）代表者の氏名  木村　博紀  印
住所　〒160-8570
　　　東京都新宿区四谷1丁目6番1号
法人番号　2010005008201　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	【文書1】
ディスクロージャー資料『朝日生命の現状2020』
※保険業法第111条（業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧等）に基づく当社の経営情報を詳細に記載した冊子のPDFファイル
【文書2】
ASAHI DIGITAL INNOVATION LABホームページ

	公表日
	【文書1】　2020年７月30日
【文書2】　2020年３月２日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	【文書1】
●公表方法
当社ホームページへの掲載
  ●公表場所
当社ホームページ：https://www.asahi-life.co.jp/company/intro/disclosure/data2020.html
※冊子は本社店頭窓口、全国支社・営業所に配備
　●記載箇所・ページ
　　14～17ページ
【文書2】
　●公表方法
当社ASAHI INNOVATION LABホームページへの掲載
●公表場所
ASAHI INNOVATION LABホームページhttps://www.asahi-life.co.jp/lab/ADIL/
●記載箇所・ページ
　　上記公表場所のTopページ

	記載内容抜粋
	●デジタル技術の社会・自社競争環境への影響認識
「医療技術、ヘルスケア技術、あらゆるデジタル技術が目覚ましいスピードで日々進歩し、従来出来なかったことが可能になる大きなチャンスが到来しています。 変わりゆく世の中で、新たな技術を活かして、新たな付加価値を創造することにより、お客様一人ひとりが健康で安心して"生きる"ことを支える。」
(文書2 「Top」の項)
●企業ビジョン
「一人ひとりの“生きる”を支える～社会に貢献し、お客様から信頼され、選ばれ続ける朝日生命～」
(文書1 14ページ)
●ビジネスモデルの方向性
・テーマ1　独自性を発揮する：
　　「（3）新たなお客様アプローチのスキームの開発」
　　　(文書1 15ページ)
　・テーマ2　収益力を高める：
　　「（2）ICT（AI・RPA）等による業務運営の革新」
(文書1 16ページ) 
　・テーマ3　未来を創る：
　　「（2） ICTを活用した商品・サービス開発、デジタルマーケティングの強化等」
(文書1 17ページ)

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	【文書1】
2020年度の当社の総合経営計画について当社取締役会にて2020年３月30日に決議され、当該決議に基づきディスクロージャー資料を作成して公表
【文書2】
　ASAHI INNOVATION LAB設立について当社取締役会にて2020年１月28日に決議され、当該決議に基づきホームページを設置し公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ディスクロージャー資料『朝日生命の現状2020』
※保険業法第111条（業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧等）に基づく当社の経営情報を詳細に記載した冊子のPDFファイル

	公表日
	2020年７月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	●公表方法
当社ホームページへの掲載
●公表場所
当社ホームページ：https://www.asahi-life.co.jp/company/intro/disclosure/data2020.html
※冊子は本社店頭窓口、全国支社・営業所に配備
●記載箇所・ページ
　51～54ページ

	記載内容抜粋
	「インシュアテックへの取組み
中期経営計画「TRY NEXT」では、各種手続きの電子化の推進やRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）の活用による業務効率化を通じた「働き方改革」を推進するとともに、ICTを活用した新たな商品・サービスの調査・研究に注力しています。こうしたシステム面の諸対応を通じて、高品質なお客様サービス、迅速なお客様対応をご提供し、お客様サービスの向上に役立てています。
■タブレット端末（スマートアイ）を活用したお客様サービスの向上
スマートアイの特長
ご加入手続きの電子化
アフターサービス手続きの電子化
■ICTを活用した業務革新
給付金手続きの電子化
決済端末の導入
RPA を活用した事務効率化
ビッグデータ分析を活用した活動効率向上
■次世代の保険事業の創造に向けた挑戦
DX の目指す姿
DX 推進戦略における柱
■ICTによる新商品・サービスの開発
東京大学との社会連携講座開設
DeNA との共同取組み」
（51～54ページ）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2020年度の当社の総合経営計画について当社取締役会にて2020年３月30日に決議され、当該決議に基づきディスクロージャー資料を作成して公表



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	53ページ

	記載内容抜粋
	「次世代の保険事業の創造に向けて、起業家精神でオープンな議論により、新たな付加価値を生みだすために、ASAHI DIGITAL INNOVATION LABを設置いたしました。時代の流れを捉え、「朝日生命ならでは」にこだわり、新たな付加価値を創造し、お客様にお届けしてまいります。」



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	53ページ

	記載内容抜粋
	「■DX 推進戦略における柱
●業務の抜本的な効率化・システム基盤の革新
新たなデジタル技術を活用することで現行フローをゼロクリアで見直し、抜本的な業務の効率化を実現してまいります。」



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	ディスクロージャー資料『朝日生命の現状2020』
※保険業法第111条（業務及び財産の状況に関する説明書類の縦覧等）に基づく当社の経営情報を詳細に記載した冊子のPDFファイル

	公表日
	2020年７月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	●公表方法
当社ホームページへの掲載
●公表場所
当社ホームページ：https://www.asahi-life.co.jp/company/intro/disclosure/data2020.html
※冊子は本社店頭窓口、全国支社・営業所に配備
●記載箇所・ページ
　16ページ

	記載内容抜粋
	「◆支社・営業所事務のスリム化、生産力向上に向けたトレーニングスタッフ※の業務変革
・ 営業所事務の究極的なスリム化を実現し、営業関係業
務にシフトすることにより、トレーニングスタッフの豊富な業務知識等を活かし、営業職員教育等のさらなる推進を図ります。
※ 従来の事務関係職であり、2019年４月より営業職員への教育等をメインミッションとする、支社・営業所に配置したスタッフの名称。
◆本社業務の革新（事務関係業務の抜本的な効率化）
・ AI・RPA等を活用し本社業務の効率化（第一段階として2020年度までに業務数で1,000業務、労働時間換算で年間17万時間※の業務量を削減）を図ります。
※ 本社における保険関係事務処理業務の２割相当。」



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年７月30日

	発信方法
	当社ディスクロージャー資料『朝日生命の現状2020』にて、当社ホームページ上への掲載をもって発信
（https://www.asahi-life.co.jp/company/intro/disclosure/data2020.html）

	発信内容
	「テーマ３：「未来を創る」の取組みのひとつとして、ICTを活用した商品・サービスの研究開発を進めております。具体的には、東京大学と共同で社会連携講座を開設し、医療ビッグデータの解析により、糖尿病をはじめとする生活習慣病の重症化予測モデル等を構築するための研究を2018年４月から開始しております。加えて、株式会社ディー・エヌ・エー（DeNA）の子会社であるDeSCヘルスケア株式会社と業務提携し、お客様の健康増進、疾病罹患率改善の実現に向けたヘルスケア型保険商品と健康増進支援サービスの共同開発を2019年３月から開始し、その取組みの第一弾として2019年９月にお客様向け健康増進アプリ「kencom×ほけん」の提供を開始しました。また、この４月に、次世代の保険事業の創造に向けて、新たな付加価値を生みだす拠点として、「ASAHI DIGITAL INNOVATION LAB（アサヒ デジタル イノベーション ラボ）」を新設しております。この「ASAHI DIGITAL INNOVATION LAB」では、デジタル技術を活用した取組みを加速させることにより、お客様への新たな付加価値の提供、新たなビジネスモデルの創出を実現してまいります。今後もICTやAIを活用して、新商品や新たなサービスの研究開発に取組むとともに、新たなお客様との接点拡大やお客様の利便性向上を図ってまいります。」
(当社ディスクロージャー資料 4～5ページ)



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2019年３月25日から2019年６月11日まで


	実施内容
	「金融機関のITガバナンスに関する対話のための論点・プラクティスの整理」(令和元年6月 金融庁公表)の「IT ガバナンスに関する考え方や着眼点」の項目ごとに当社の現状と課題を資料として整理した。(添付書類『「ITガバナンスに関する対話のための論点・プラクティスの整理」の件』参照)
なお、上記添付資料は2019年６月11日付で当社の経営会議に報告している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年６月24日から2020年６月23日まで


	実施内容
	内部システム監査および外部システム監査を毎年度実施し、リスクへの対策を策定し実施している。(添付資料『「2019年度システムリスク評価」の件』参照) 
なお、当資料は2020年６月23日付で当社の経営会議に報告している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

